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問題と目的

　労働者のwell-beingを守るために，職場におけるメン
タルヘルス対策は必須の課題である。職場には，労働時
間や仕事量，裁量権の不足，人間関係など，数々のスト
レッサーが存在しており，それらが適切に対処されない
場合，抑うつや様々な疾病を引き起こすといわれてい
る（Michie & Williams, 2003）。また，自殺や休職といっ
た職場ストレスによる問題は大きな経済損失を生み，
これはアジアや欧米など世界各国で問題となっている
（Hu, He, Zhang, & Chen, 2007; Kessler, Aguilar-Gaxiola, 

Alonso, Chatterji, Lee, Orme, Ustün, & Wang, 2009）。日
本では，労働者のうち60％以上が仕事や職業生活に関
する強い不安，悩み，ストレスを抱えており，精神不調
による休職や労災請求は近年大幅な増加を見せている

（井上，2007；厚生労働省，2013）。また，自殺やうつに
よる損失は，年間約2兆7千億円にものぼることが明ら
かにされている（金子・佐藤，2010）。したがって，職
場のメンタルヘルス対策は，労働者の健康だけでなく，
経済的視点からしても重要な課題といえる。
　こうした問題に対し，企業自身がメンタルヘルス対策
に取り組み，治療的介入を行うことは，それにかかるコ
ストを差し引いた上でも有効であることが明らかにされ
て い る（Iijima, Yokoyama, Kitamura, Fukuda, & Inaba, 

2013; Kessler, et al., 2009）。日本でも，平成12年に厚生
労働省が「事業場における労働者のこころの健康づくり
の指針」を策定し，平成18年にはそれを義務指針とし
て定めた。さらに，平成27年12月からは，従業員50名
以上の事業所においてストレスチェックが義務化される
など，職場におけるメンタルヘルス対策が精力的に進め
られている。こうした取り組みに伴い，メンタルヘルス
対策に取り組む事業所は，2007 年から 2012 年の 5 年間

で33.6％から47.2％に増加し，一定の改善を見せている
（厚生労働省，2013）。
　しかし，こうした取り組みの一方で，労働者による
メンタルヘルスサービスの利用率は非常に低いのが現
状である。厚生労働省（2013）によると，2007 年から
2012年のメンタルヘルス対策の改善に反して，産業医
やカウンセラーといった専門家へ相談したことのある
労働者の割合は5％未満の低い水準で推移しており，仕
事に関する強い不安，悩み，ストレスを抱える割合も
2007 年の 59.2％から 2012 年の 60.1％と全く改善されて
いない。こうした現象は世界でも一貫して報告されてお
り，抑うつなどの精神的な問題を抱えている人の大多数
が適切な治療やケアを受けていないことが明らかになっ
て い る（Chong, Abdin, Sherbourne, Vaingankar, Heng, 

Yap, & Subramaniam, 2012; Kessler & Üstün, 2008; Kohn, 

Saxena, Levav, & Saraceno, 2004）。特に労働者は，非労
働者に比べてメンタルヘルスサービスの利用率が低い
ことも示されている（Mack, Jacobi, Gerschler, Strehle, 

Höfler, Busch, Maske, Hapke, Seiffert, Gaebel, Zielasek, 

Maier, & Wittchen, 2014）。すなわち，多くの労働者がメ
ンタルヘルスケアのニーズを抱えていながらも専門的な
ケアを受けていないのであり，そうした現象は企業の取
り組みによっても改善され難いことが示唆されている。
　援助要請（help-seeking）とは，他者に対して支援， 

情報，助言，サポートを求めることであり（Hofman, 

Lei, & Grant, 2009），特にメンタルヘルスの領域におい
ては，「メンタルヘルスの専門家あるいは他の公的，私
的サービスに対して情緒的行動的問題の解決のために援
助を求めること」と定義されている（Srebnik, Cauce, & 

Baydar, 1996）。援助要請に影響を与える要因について
は，これまで数多くの研究がなされており，「問題の性
質」，「心理的要因」，「社会的要因」，「デモグラフィック
要因」の4つに大別される数々の要因があることが明ら
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かにされている（Rothi & Leavevy, 2006）。メンタルヘ
ルスケアを必要とする労働者がそれを利用し，心身の健
康を取り戻すためには，専門的ケアに対する援助要請を
促進する必要があるといえる。
　職場をはじめとする組織や集団における援助要請に
ついては，集団内の規範や相互関係といった社会的要
因が特に重要であることが示されている（Edmondson, 

2004）。たとえば Lee（1997）は，組織に属する個人の
援助要請には，その組織の規範が強く影響することを
明らかにしている。規範はその集団における望ましい，
あるいは望ましくない行動を規定するともいわれてお
り（Orlikowski, 1992; Sorensen, Pechacek, & Pallonen, 

1986），組織に所属する個人の行動を理解するためには
考慮すべき要因といえる。ただし，このような社会的要
因は客観的事実だけでなく，それを個人がいかに認識し
ているかが重要であることが示唆されている。たとえば
田尾（1991）は，組織の規範や風土は，組織の特性をメ
ンバー個人が認知することで，その累積として形成され
ると提言している。また，Rijt, Bossche, Wiel, Maeyer, 

Gijselaers, & Segers（2013）は，援助提供者の専門性や
アクセス，信頼性についての労働者の評価が援助要請
に影響することを示した。さらに，サポートをいかに
認識するかは，個人によって異なり（Collins & Feeney, 

2004），その認識は，サポートの利用にも影響すること
が明らかにされている（Fukunishi, Maeda, Kubota, & 

Tomino, 1997）。したがって，労働者のメンタルヘルス
サービスの利用を促進するためには，企業の実際の取り
組みだけでなく，それを労働者がいかに認識し，職場に
どのような規範や風土が共有されているかを検討する必
要がある。
　メンタルヘルスに対する企業の取り組みや風土を表す
概念として，職場のメンタルヘルス風土（金井・若林 , 

1998）がある。メンタルヘルス風土は，「メンタルヘル
スに関して，組織の成員に共有されている社会的態度や
規範の体系であり，行為基準，価値観，信念，慣行，態
度，雰囲気などを意味するもの」と定義されており，①
メンタルヘルス風土評価，②メンタルヘルス不調不安，
③メンタルヘルス理解の3つの側面により構成される（金
井・若林 , 1998）。メンタルヘルス風土は，個人の認識
を測定する個人レベルの変数であること（金井・若林 , 

1998）から，労働者個人の認識から職場の在り方を捉え
るものといえる。そこで本研究では，職場のメンタルヘ
ルス風土を取り上げ，企業におけるメンタルヘルス対策
を労働者の視点から検討することとする。
　本研究では，メンタルヘルスケアに対する労働者の援
助要請を促進するための知見を得ることを目的とし，職

場におけるメンタルヘルス風土および労働者のメンタル
ヘルスと専門的ケアに対する援助要請の実態を明らかに
する。日本では，厚生労働省により企業のメンタルヘル
ス対策の実態調査が行われているが，対策の実施度を明
らかにするにとどまっており，労働者の認識については
検討されていない。しかし，先にも述べたように，その
取り組みの活用を促すためには，労働者の認識を考慮す
ることが必要である。そこで本研究では，メンタルヘル
ス風土を取り上げ，労働者を対象に大規模な調査を行う
ことにより，労働者の認識の在り方を明示する。また同
時に，労働者のメンタルヘルスと援助要請についても調
査し，専門的ケアに対するニーズと利用の現状を明らか
にすることとする。
　なお，本研究では以下の理由により，男性の労働者の
みを対象として調査を行う。男性は女性に比べて職務ス
トレスによる精神的不調を抱えやすい（Wang & Patten, 

2001）一方で，女性よりも援助要請が低いことが明らか
になっている（e.g. Fischer & Farina, 1995; Mack, et al., 

2014）。また，集団規範の影響は性別により異なり，男
性の方が女性よりも集団規範の影響を受けやすいことが
示されている（Lee, 1997）。そこで，本研究では特に男
性労働者に着目し，検討することとした。

方法

調査対象者
　2013年4月～6月に20～60代の就業中の男性を対象に
質問紙調査を行った。質問紙は次の3つの方法で配布し
た。①愛知県内の1つの大学の講義にて配布し，身近に
いる調査対象者により回答されたものの提出を求めた，
②愛知県内の中学校・高校各1校で配布し，身近にいる
調査対象者により回答されたものの提出を求めた，③
愛知県内の中小企業41社に配布し，対象社員により回
答されたものを郵送してもらった。その結果，757名か
ら回答が得られ，そのうち正社員として働く650名を分
析の対象とした。分析対象者の年齢は，20～65歳（M =  

42.0，SD =  9.66）であった。

質問紙の構成
1 ）個人背景要因：個人背景要因として，年齢，就業形
態，業種，職種，役職，企業規模について尋ねた。
2 ）メンタルヘルス風土：金井・若林（1998）のメンタ
ルヘルス風土の尺度を用いた。「メンタルヘルス風土評
価」，「メンタルヘルス不調不安」，「メンタルヘルス理解」
の3因子20項目からなり，回答は「1：そう思わない」～ 

「5：そう思う」の5段階評定で求めた。
3 ）援助要請：援助要請の測定には，Fischer & Farina

（1995）が作成した専門的心理援助要請態度尺度　短縮
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原　　　　　　　　　著

版（Attitudes toward seeking professional psychological 

help: A shortened form; ATSPPH-SF）の日本語訳（宮仕，
2010）を用いた。これは Fischer & Turner（1970）が
作成した専門的心理的援助要請態度尺度（The attitude 

toward seeking professional psychological help scale; 

FTAS）の短縮版を宮仕（2010）が日本語訳したもので，
1因子10項目からなるものである。回答は「1：全くあ
てはまらない」～「6：非常にあてはまる」の6段階評
定で求めた。
4 ）メンタルヘルス：メンタルヘルスは心理的ディスト
レス（以下，ディストレスと表記）の度合いにより測定し，
ディストレスが低いほどメンタルヘルスの度合いが高い
と考えた。ディストレスとは抑うつ，身体的な症状，不
安など，個人が経験する不快な主観的状態を指している

（稲葉 , 1995）。この測定にはDerogatis, Lipman, Covi, & 

Rickels （1971）が作成したHopkins Symptom Checklist

の渡辺（1986）による日本語版を用いた。 これは原版
の5つの下位尺度のうち，特に信頼性の高い「心身症傾
向尺度」，「うつ傾向尺度」，「不安傾向尺度」を採用し，
30項目からなるものである。回答は「1：まったくない」
～「5：よくある」の5段階評定で求めた。

結果

対象者の特徴
　分析対象となった650人の特徴を以下に示す。
1 ）年齢：20 代 =16.5％，30 代 =15.2％，40 代 =43.8％，
50代=24.0％，60代=0.5％
2 ）業種：製造=44.5％，非製造=55.5％
3 ）職種：営業=23.5％，事務=20.8％，不動産=11.2％，
生 産 技 術 =9.5 ％， 研 究・ 開 発 =9.1 ％， 企 画・ 調 査
=4.9％，教育=3.7％，販売=3.7％，その他=13.5％
4 ）役職：役職なし=29.4％，主任クラス=13.7％，係長
クラス=13.4％，課長クラス=22.2％，部長（次長）クラ
ス=13.4％，取締役クラス=4.9％，その他=3.1％
5 ）企業規模：従業員数 24 人以下 =17.2％，30～99 人
=30.9％，100～299人=15.7％，300～999人=8.3％，1000

人以上=27.8％

尺度構成
　先行研究に基づき，全ての尺度について確認的因子分
析を行ったところ，全てのモデルにおいて適合度は高
くなかった（メンタルヘルス風土：GIF = .870，AGIF = 

.825，CIF = .840，RMSEA = .095，メンタルヘルス：GIF 

= .797，AGIF = .766，CIF = .819，RMSEA = .081，援助要請：
GIF = .933，AGIF = .892，CIF = .902，RMSEA = .091）。
その理由として，本研究は男性のみを対象としているた
め，因子構造が異なる可能性が考えられる。そこで，全

ての尺度において探索的因子分析を遂行した。
1 ）メンタルヘルス風土：重みなし最小二乗法，プロ
マックス回転による探索的因子分析を行い，一般的基準 

（因子負荷量 .350以下）に従って2項目を削除した結果，
3因子が抽出された。適合度はGIF = .920, AGIF = .886, 

CIF = .899, RMSEA = .081となり，各下位因子の信頼性
も十分であることが確認された。よって本研究では，こ
れを採用することとした。先行研究と比較すると，削除
された項目の他には1項目が移動したのみだったことか
ら，因子名は先行研究に従うこととした。第1因子は，「私
の職場は社内に精神的な悩みを相談する体制が整ってい
るほうだと思う」などの4項目で構成される，「メンタ
ルヘルス風土評価」（α = .867）（以下，「風土評価」と表
記）であった。第2因子は，「身体と同じように，心の
健康にも留意すべきだ」などの5項目で構成される，「メ
ンタルヘルス理解」（α = .738）（以下，「理解」と表記）
であった。第3因子は，「もし自分が，精神的不調に陥っ
たら，昇進や昇級などの可能性はなくなるだろう」など
の5項目で構成される，「メンタル不調不安」（α = .724）

（以下，「不調不安」と表記）であった。
2 ）援助要請：最尤法，プロマックス回転による探索的
因子分析を行ったところ，2因子構造が抽出された。適
合度は，GIF = .933，AGIF = .892，CIF = .902，RMSEA 

= .091であり，各下位因子の信頼性も概ね満足できる水
準だったため，これを採用することとした。第1因子は，

「自分が精神的にまいっていると確信した時には，まず
専門家から心理的な援助を得たいと思う」などの5項目
で構成されていたことから，「援助要請意図」（α = .799）
と名付けた。第2因子は，「自分の問題は自分で何とか
すべきであり，心理カウンセリングは最後の手段だ」な
どの5項目で構成されていたことから，「抵抗感」（α = 

.680）と名付けた。
3 ）メンタルヘルス：重みづけのない最小2乗法，プロ
マックス回転による探索的因子分析を行い，一般的基準

（因子負荷量 .350以下）に従って2項目を削除した結果，
2 因子が抽出された。適合度は，GIF = .819，AGIF = 

.790，CIF = .852，RMSEA = .076とやや低めではあった
が，各下位因子の信頼性は十分であることが確認された。
よって本研究では，これを採用することとした。第1因
子は，「物事をくよくよ考えること」などの15項目で構
成されていたことから「抑うつ・不安傾向」（α = .923）
と名付けた。第2因子は，「身体の一部のしびれや痛み」
など13項目で構成されていたことから「心身症傾向」（α 

= .869）と名付けた。

変数間の相関関係
　各変数間の相関を検討するため，個人背景要因および
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各変数間のピアソンの積率相関係数を算出した。その結
果をTable 1に示す。
　まず，個人背景要因間では，年齢と役職（r = .454, p 

<.001），および企業規模（r = .256, p <.001）が正の相関
を示した。また，メンタルヘルス風土の風土評価と理
解は年齢（r = .139 / .128, p <.001 / .01），役職（r = .224 / 

145, p <.001），企業規模（r = .475 / 141, p <.001）と有意
な正の相関を示し，不調不安は，年齢（r = –.102, p <.01），
役職（r = –.166, p <.001）と負の相関を示した。援助要
請の援助要請意図は年齢（r = .139, p <.001），役職（r = 

.086, p <.05），企業規模（r = .105, p <.01）と正の相関を
示した一方，抵抗感は負の相関を示した（r = –.179 / –.119 

/ –.113, p <.001 / .01）。さらに，ディストレスは年齢（r 

= –.094），役職（r = –.145），企業規模（r = –.087）と弱
い負の相関を示した（p <.05）。
　次に，変数間の相関関係について注目すると，メンタ
ルヘルス風土の理解は援助要請意図と正の相関を示した

（r = .208, p <.001）。また，ディストレスの2つの下位尺
度は，風土評価と負の相関を（r = –.235 / –.169, p <.001），
不調不安と正の相関を示した（r = .285 /.194, p <.001）。
さらに，ディストレスの抑うつ・不安傾向は援助要請意
図と正の相関を示した（r = .168, p <.001）。

個人背景要因別の変数の分布
　個人背景要因による変数の分布を明らかにするため，
年齢，役職，企業規模を独立変数，メンタルヘルス風土，
援助要請態度，ディストレスを従属変数とした一元配置
の分散分析を行った。年齢は20～29歳を20代，30～39

歳を30代，40～49歳を40代とし，60歳以上の参加者は
n = 3であったため，50歳から上を50代以上として年代

ごとの比較を行った。結果をTable 2に示す。
　まず，メンタルヘルス風土を年齢別に比較したところ，
風土評価は 30 代（M = 2.50）よりも 40 代（M = 3.00），
50代以上（M = 3.04）が有意に高く（p <.01），理解は
20代（M = 4.21）が40代（M = 4.42）よりも低く（p <.01），
不調不安は30代（M = 3.09）が50代以上（M = 2.75）よ
りも高かった（p <.01）。役職別では，風土評価は役職
なし（M = 2.58），主任クラス（M = 2.54），係長クラス（M 

= 3.00）よりも課長クラス（M = 3.29），部長（次長）ク
ラス（M = 3.34）が有意に高かった（p <.05 / .001）。理
解は役職なし（M = 4.20）が課長クラス（M = 4.48），部
長（次長）クラス（M = 4.43）よりも低かった（p <.05 /  

.001）。不調不安は取締役クラス（M = 2.53）が役職なし（M 

= 3.01），主任クラス（M = 3.08），係長クラス（M = 3.00）
よりも低く（p <.05 / .01），部長（次長）クラス（M = 

2.71）が役職なし，主任クラスよりも低かった（p <.05）。
企業規模別では，風土評価は従業員数300～999人（M 

= 3.28）と1000人以上（M = 3.72）の場合が29人以下（M 

= 2.48），30～99人（M = 2.50），100～299人（M = 2.49）
よりも有意に高く（p <.001），さらに1000人以上が300

～999人よりも高かった（p <.05）。一方，理解は30～99

人が1000人以上の場合よりも有意に低く（p <.001），不
調不安は29人以下（M = 2.73）が30～99人（M = 3.04）
よりも有意に低かった（p <.01）。
　次に援助要請の比較を行ったところ，援助要請意図で
は，20代（M = 2.72）が50代以上（M = 3.09）よりも有
意に低かった（p <.001）。一方，抵抗感は20代（M = 3.74）
が40代（M = 3.43），50代以上（M = 3.27）よりも高く（p 

<.05 / .001），30代（M = 3.58）が50代以上よりも高かっ

Table 1　個人背景要因および各要因間の相関
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た（p <.05）。
　ディストレスでは，抑うつ・不安傾向は20代（M = 2.31）
が40代（M = 2.09）よりも高く（p <.05），心身症傾向は，
20代（M = 1.75）が30代（M = 2.02），40代（M = 1.96）
よりも有意に低かった（p <.05）。また，抑うつ・不安
傾向は役職なし（M = 2.32）が部長（次長）クラス（M 

= 2.01）よりも高く（p <.05），従業員数30～99人（M = 

2.30）が1000人以上（M = 2.01）よりも高かった（p <.01）。
　以上より，メンタルヘルス風土，援助要請，ディスト
レスはそれぞれ，年齢，役職，企業規模といった個人背
景要因により異なる得点を示すことが明らかになった。

考察

　本研究では，メンタルヘルスケアに対する労働者の援
助要請を促進するため，職場のメンタルヘルス風土およ

び労働者のメンタルヘルスと援助要請の実態を明らかに
することを目的とした。現状の課題を明らかにし，多様
な労働者に対して効果的な介入を行う手掛かりを得るた
め，援助要請との関連が認められている年齢（水野・石
隈，1999）およびメンタルヘルス風土との関連が認めら
れている企業規模と役職（金井・若林，1998）を取り上げ，
それぞれを指標とした際の分布の特徴を検討した。その
結果，メンタルヘルス風土とディストレスの抑うつ・不
安傾向は全ての指標により異なることが示された。また，
援助要請と心身症傾向は年齢により異なることが明らか
になった。

メンタルヘルス風土の実態
　メンタルヘルス風土を年齢別に比較したところ，風土
評価は30代よりも40代，50代が高く，理解は20代より
も40代の方が高かった（Table 2）。このような世代間の

Table 2　年齢，役職，企業規模を独立変数とした一元配置の分散分析（独立変数ごとの平均値）
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差は，それぞれの世代が企業に期待するものの違いによ
るものではないかと考えられる。岩間（2013）は，現在
の30代を境に，労働者の会社に対する意識が変化して
いることを示している。すなわち，40代以上の戦後貧
しい時代を知る世代は，「会社」を主体に，自分が会社
に合わせようという態度であるのに対して，30代以下
の高度経済成長育ちの世代は，「自分」を主体に，会社
が自分に合うかという態度であるという（岩間，2013）。
そのため，若い世代の方がメンタルヘルス対策として企
業に求めるものも高く，その結果として，企業の取り組
みに対する評価が低くなった可能性が考えられる。さら
に，金井・若林（1998）は，勤続年数が長いほど，風土
評価が高くなることを示している。勤続年数が長いこと
は，その分，企業の施策や取り組みについての認識が豊
かである可能性が高い。風土評価は企業のメンタルヘ
ルス対策実施度の認知に影響されること（金井・若林，
1998）から，勤続年数の長さが風土評価の高さにつなが
ると考えられる。一般的に，年齢が高いほど勤続年数は
長くなるため，年配層の方が，メンタルヘルス風土を高
く評価していたと思われる。次に，30代で不調不安が
高かったことは，キャリア発達の視点から理解すること
が可能である。Super（1985）が唱えたライフ・ステー
ジ理論では，25～44歳は「確立期」にあたり，試行錯
誤を繰り返しながら自らのキャリアを確立していく時期
とされている。特にその後半は「昇進期」と名付けられ
ているように，職業上の能力や地位を向上させることが
重要なテーマとなっている（Super, 1985）。したがって，
そうした時期にメンタル不調を患うことは個人のキャリ
アにとってのリスクとして認知される可能性が高く，不
安を喚起しやすいのではないかと考えられる。有意では
ないが50代以上に比べて20代，40代の不調不安が高かっ
たことも，こうした発達段階特有の課題による影響があ
るのではないだろうか。
　メンタルヘルス風土を役職別に比較したところ，役職
が高いほど風土評価は高く，不調不安は低いことが示さ
れた。これは，金井・若林（1998）の結果を支持するも
のである。一般に，役職が高い従業員の方が仕事への関
与の度合いや責任が強く，それに伴って会社へのコミッ
トメントも強くなることが推測される。そのため，役職
が高い方が職場風土を高く評価するのではないかと考え
られる。また，すでに地位の高い役職についている部長

（次長），取締役クラスはある程度キャリアが確立されて
おり，メンタル不調により職業生活がゆらぐ不安を感じ
にくいことが推察される。それに対し，役職のない，あ
るいは低い労働者は将来的なキャリアアップの可能性が
あるがゆえに不安を感じやすいのではないだろうか。加

えて，先に述べたように，年齢が高い方が風土評価と理
解が高く，不調不安が低いことが示されている。役職と
年齢には正の相関がある（Table 1）ことから，間接的
に年齢による影響が表れている可能性も考えられる。係
長，部長クラスにおいて理解が高かったことは，近年実
施されているメンタルヘルス対策の影響が考えられる。
厚生労働省（2006）が発表した『労働者の心の健康の保
持増進のための指針』では，職場が取り組むべきケアの
一つとして「ラインによるケア」を掲げ，管理監督者に
対する教育研修や情報提供が推進されている。実際に，
管理監督者への教育研修・情報提供を行っている企業
は，1000人以上の企業で84.2％，全体で44.7％と比較的
高い水準を示している（厚生労働省，2013）。そうした
取り組みの成果として，役職の高い労働者のメンタルヘ
ルスに対する理解が得られているのではないかと考えら
れる。
　企業規模別の比較では，企業規模が大きいほど風土評
価が高く，金井・若林（1998）と一致する結果が得られ
た。これは，企業規模によってメンタルヘルス対策への
取り組みに差があることによると考えられる。厚生労働
省（2013）の調査によると，メンタルヘルスケアに取り
組んでいる事業所の割合は従業員数1000人以上の場合
で98.0％だった一方，100～299人では83.1％，20～49人
では56.0％，10～29人では38.9％と従業員が少ないほど
減少していた。職場の取り組みに対する認識である風土
評価は，実際の施策の実施度が影響するといわれている

（金井・若林，1998）。また，メンタルヘルスに対する理
解は，取り組みの一成果とも捉えられる。そのため，実
施度が低い小規模企業の方が風土評価と理解が低かった
と考えられる。さらに，不調不安が29人以下で低かっ
たことは，企業規模による昇進・昇給の体系が影響して
いることが予想される。従業員数の少ない小規模企業で
は，中途採用が主力であるため職務経験によって基本給
が決定されることが多く，昇給があっても年功的要素が
強いといわれている（北島・山本，2010）。また，組織
がフラットであるために，昇進自体が存在しない場合が
多いという現状がある（北島・山本，2010）。そのため，
メンタル不調に陥った場合にも，昇進やその後の待遇な
ど職業生活に関する不安を喚起されにくい可能性が考え
られる。
　以上のように，メンタルヘルス風土は個人背景要因に
より異なり，抱える課題も一様ではないことが明らかに
なった。これは，メンタルヘルス対策の客観的な実施度
だけでなく，労働者の主観的評価の重要性を示唆するも
のである。したがって，今後は取り組みを実施している
かどうかという一面的な評価だけでなく，それを労働者
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がどう受け取っているかという多面的な視点から検討
し，メンタルヘルス対策を進めていく必要があるといえ
る。

援助要請の実態
　専門的ケアに対する援助要請を年齢別で比較したと
ころ，援助要請意図は年齢が低いほど低く，抵抗感は
その逆を示した。Berger, Levant, Mcmillan, Kelleher, & 

Sellers（2005）は18歳から88歳の男性を対象に調査を
行い，年配の男性の方が援助要請にポジティブな態度を
もっていることを明らかにしている。本研究においても，
年代が上がるほど援助要請が高くなっており，Berger, 

et al.（2005）と一致する結果が示された。Levant & 

Fischer（1998）は，若い男性に比べて高齢の男性の方
が伝統的な男らしさに対するこだわりが弱いことを示し
ている。援助要請は他者に頼る，援助の必要性を認める
など，伝統的な男らしさと対立する性質が強く，男性役
割の意識によって抑制されるといわれている（Addis & 

Mahalik, 2003）。そのため，援助要請を行うことに対し
て若年層は葛藤を抱えやすく，高齢層は葛藤を抱えにく
いことが推察される。よって，援助要請意図と抵抗感に
年齢による違いが示されたのではないかと考えられる。
　以上のように，援助要請は年齢が若いほど低くなるこ
とから，若い労働者は問題を抱えた場合にも専門的ケア
につながりにくく，悪化のリスクが高いことが示唆され
た。したがって，若年層の労働者には一人で問題を抱え
込まないよう周囲が注意するなど，更なる工夫や配慮が
必要であると考えられる。

メンタルヘルスの実態
　メンタルヘルスの実態を明らかにするため，ディスト
レスを年齢別に比較したところ，抑うつ・不安傾向は
30代が高く，心身症傾向は30代，40代が高かった。厚
生労働省（2004）によると，労働時間が週に60時間を
超える割合は30代で最も高く，自殺者数の増加率も30

代男性に高いことが示されている（社会生産性本部メ
ンタルヘルス研究所，2008）。30代において抑うつ・不
安傾向が最も高かったことは，こうした社会状況とも
一致する結果である。また，30代後半から40代前半は
中期キャリア危機を迎える時期といわれている（Shein, 

1978）。この時期には，それまでの人生を振り返るとと
もに今後のキャリアを検討することから，心身に様々な
負担がかかるとされている。さらに，男性は40代後半
から著しく体力水準が低下することから（文部科学省，
2011），40代では特に身体症状として現れやすいことが
考えられる。その結果，40代においては抑うつ・不安
傾向よりも心身症傾向の得点が高くなったのではないだ
ろうか。

　役職別では，役職が低い方が抑うつ・不安傾向が高
いことが示された。この背景としては，役職による裁
量権の違いが考えられる。Karasek（1979）のJob strain 

model で示されているように，職務上の決定裁量権が
多い場合には積極的に働き，心理的負担は小さい一方
で，裁量権が少ない場合には受動的になり，心理的負
担は大きくなる。また，職務上の決定裁量権の低さ
は抑うつにつながることも示されている（Grynderup, 

Mors, Hansen, Andersen, Bonde, Kaergaard, Kaerlev, 

Mikkelsen, Rugulies, Thomsen, & Kolstad, 2012）。一般に，
裁量権は役職が高くなるほど増えることから，役職が低
い方が抑うつ・不安傾向が高くなったのではないかと考
えられる。
　最後に企業規模別に比較したところ，30～99人，100

～299 人，300～999 人で抑うつ・不安傾向が比較的
高 い こ と が 示 さ れ た。Virtanen, Koskinen, Kivimäki, 

Honkonen, Vahtera, Ahola, & Lönnqvist（2008）は労働
者を対象とした調査で，収入が低い人は高い人に比べて，
抑うつまたは不安障害を患うリスクが2倍以上であるこ
とを明らかにしている。日本では，大企業に比べ中小企
業の賃金が低く，その格差が課題となっていることから

（北島・山本，2010），企業規模が小さい方が抑うつ・不
安傾向が高くなったと考えられる。一方，従業員の少な
い小規模企業では，経験が賃金に換算されるため賃金基
準が比較的高いことや職場内の人間関係が良好であるこ
とが指摘されている（北島・山本，2010）。29人以下で
抑うつ・不安傾向が比較的低かったことは，小規模企業
におけるこのような働きやすさの影響が考えられる。
　以上のように，抑うつや不安，あるいは心身症を患い
やすい労働者の特徴が明らかになったことは，メンタル
ヘルス不調の予防と早期発見のために有効な知見となる
だろう。労働者のメンタルヘルス対策においては，こう
した特徴を踏まえることで，より効果的な介入を実施で
きると考えられる。

本研究の課題と今後の展望
　本研究は，以下のような限界を含む。第一に，本研究
では援助要請を質問紙によって測定しており，実際の行
動については検討していない。しかし，実際にメンタル
ヘルス不調を抱えた際の援助要請行動は，本研究におけ
る回答とは異なる可能性が考えられる。したがって，今
後の研究では臨床群を対象とし，実際の行動を検討する
必要がある。
　第二に，本研究では先行研究の知見から援助要請に重
要な要因としてメンタルヘルス風土を取り上げた。しか
し，本研究では相関を算出したのみで影響について詳細
な検討は行っていない。結果で示された相関はさほど高
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くなかったことから，メンタルヘルス風土と援助要請の
間には，媒介変数や調整変数が存在する可能性も考えら
れる。したがって，今後はそうした可能性も考慮し，他
の変数との関連も含めて検討していく必要がある。
　第三に，本研究ではメンタルヘルス風土のみを検討し，
職場における実際のメンタルヘルス対策については調査
を行っていない。そのため，メンタルヘルス風土が実際
の施策とどの程度対応しているかは明らかになっていな
い。したがって，今後は実際の施策も調査し，労働者の
認識と比較検討していく必要がある。
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ABSTRACT

Perceived workplace climate, help-seeking, and mental health 
of male workers in Japan

Yumiko MAEKAWA and Atsuko KANAI

Mental health care at workplace is gradually improving in Japan in these days. On the other hand, 

many workers don’t utilize mental health care even if they have mental problems. In order to improve 

mental health of workers, it is important to facilitate workers’ utilization of mental health care.

Perceived workplace climate is an important factor which influence workers’ utilization of health 

services. For better intervention to facilitate workers’ help-seeking toward mental health care, this 

study investigated actual situation of perceived workplace climate, help-seeking, and mental health of 

male workers. A questionnaire was distributed to 650 male full-time workers. One-way analysis of vari-

ance was conducted to investigate the difference by age, post, and company size. The results showed 

that workers who are elder, in a higher post, and work at bigger company reported better perceived 

workplace climate. Additionally, younger subjects reported lower help-seeking and higher depressive-

anxious mood. Depressive-anxious mood were also high with workers who are in low post and smaller 

company. These result revealed that perception of workplace climate, help-seeking and mental health 

changes depends on workers position and situation. Therefore, it is important to take into account 

those difference for better mental health care at workplace. 

Key words:	workplace climate, help-seeking, mental health, workers


